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（2）47都道府県の情報産業でのアクセシビリティ評価   

モデルの有用性を確かめるために全国47都道府県の情   

報産業について通信アクセシビリティ及び交通アクセシ   

ビリティの計測を行った．。回1に各県の通信アクセシビリ   

ティと交通アクセシビリティの比（通信／交通）を示した，。   

これは各県において通信の交通に対する情報への相対的   

なアクセスしやすさを表している．。全国での平均はl．11   

であり通信の方が多少有利になっている。交通インフラ整   

備の度合いに応じて大きな相違が見られ、地方の中核部市   

では過信によるアクセスが良く、大都市の周辺では逆に交   

通によるアクセスがよくなっていた。・今後、情報通信技術   

が交通を代替・補完するような形で発展していけば特に地   

方の中核都市において産業の発展が期待され、東京一極集   

中といった問題に解決の糸口を見いだすことができるの   

ではないかと考えられる．。   

図1県別の通信・交通アクセシビリティ比（通信／交通）  
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1．研究目的   

高速通信回線やインターネットなどに代表される情報  

通信技術のめざましい発展や、情報通信機器の高性能化・  

低価格化により、企業の活動形態が徐々に変化してきてい  

る。特にこれら技術が企業内外における情報伝達・コミュ  

ニケーション活動に与える簑用；は今後の企業戦略上、重安  

な藩昧を持っているものと考えられる。．本研究は日本の基  

幹産業であり、かつ、典型的大企業である鉄鋼会社を対象  

に情報通信柁術導入の現状を明らかにし、今後のよりイγ効  

な情報通倍托術の清偶の方向について検討を行うことを  

目的とする。  

2．鉄鋼会社でのED［（ElectricDataInterchange）の動向   

鉄鋼会社ではこれまで、商社との間でのみEDIを行って  

きたが、1995年5月から業際EDIとして鉄鋼会社が加工  

販売会社に納入する場合においても導入を開始した．。デー  

タ作成年月日から部材の寸法・質量、企業コード、経由地、  

加工条件、契約・販売中価、口鈍等の膨大なデータをVAN  

（付加†酢情通信網、・を介して交換している．。データ什桃は  

鉄鋼流通の業界間作である鋼材倶楽部が「鉄鋼ED＝禦勘  

として節電した。部材が搬入される前に必要な情報を人手  

できるため、入庫作業が大幅に合理化、また自社システム  

にEⅨデータを自動的に取り込むことができる。さらに船  

便などで運搬中の部材を在韓として管理できるため、倉庫  

で持つ在庫量のi∫iり減や発注から最終需要家までの納期短  

縮などが可能になると見込まれている，＝．   

このほか、大手鉄鋼会社ではホワイトカラー層における  

一人一台のパソコン環境の整備を進めており、今後鉄鍋会  

tl二での情報通信環虜はパソコンのヰ人によるEDIとの融合  

によりCALS（ContinuousAcquisitionandLiftcyc）eSupporり  

へと進展していくものと考えられる．＝．  

3．鉄鋼会社での通信・交通アクセシビリティ評価  

（1）アクセシビリティモデル   

通信及び交通の現状について評価するために、通信アク  

セシビリティと交通アクセシビリティという概念を徒弟  

し、分析を行った，‥．例えば萌窮と大阪の間の通信アクセシ  

ビリティとは栗東とノこ阪のIn＝ま油信を佗うとどのぐらい  

情報にアクセスしやすいかを表す－．岡城／のアクセシビリ  

ティは全ての圏域とのアクセシビリティの総和によって  

表され具作的には次の（1）式により完義される。  
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（3）鉄鋼会社におけるアクセシビリティ評価   

アクセシビリティモデルを使ってある一鉄鋼会社の事業  

所配置分析を行った．。通信・交通アクセシビリティ比は平  

均で1．75 であり通信手段の有利な地域が多いことがわ  

かった。今後、新しい情報通信技術を導入し、業務の一部  

を代替することで業務の効率化が図られるものと考えら  

れる。   

図2 鉄鋼会ネ土での通信・交通アクセシビリティ比  
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（3）AHP（AnalyticHierarchyProcess）を用いた分析   

コミュニケーション手段の選択の過程を階層化し（図3）、  

各情報通信機器の選択の可能性割合を明らかにした。  

図3 コミュニケーション手段選択の階層構造   

4．鉄鋼会社における情報通信機器の活用の現状   

我が国の鉄鋼会社の情報通信機器の活周状況を明らか  

にするためにアンケート調査を行った。コミュニケーショ  

ン手段の選択等・の完性的指標はAHPを用いて売品化を  

阿った。比較対象として化学壬さ手．l二、行政機関、研究矧別こ  

対しても同株の調査を行った．‥．  

（1）情報通信機器の設置及び利用状況   

調査対象の鉄鋼石モ射二おいてはコンピュータの設置台  

数が1人卜台を満たしていない（衷1）．。また、インターネッ  

トを利用可能な人の比率は企業において低い値となって  

い－た。  

表1情報通信機器の設置及び利用状況  

鉄鋼会社におけるコミュニケーション手段の選択可能  

性割合の分布を国4に示す。E－mailは電話やFAX、Faceto  

faceに比べばらつきが大きく人によって意識が大きく異な  

ることがわかった一。また、鉄鋼会社の情報通信機器の選択  

可能性割合は行■政機関と頬似した結果を示しており（表3）、  

これは組織構造（垂直管理型）や情報通信機器の利用形態  

が類似していることに依るものと考えられる。また、鉄鋼  

企業や行政機関においては電話からE－mailへの代替の余  

地が7ウら程度残さ 

図4 情報通信機器の選択可能性割合の分布  
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（2）EDl及びCALSに対する意識   

EDI及びCA13がもたらす莱稚効率化に対する鉄鋼会手．L  

社員の意紬ま全附】りに低い佃となった（表2）。これは、鉄  

鋼会社内でEDI及びCAl．Sの情報が十分に浸透しておらず、  

その効果に対して懐疑的な人がいることを示している．。ま  

た、感覚的に理解しやすい効果については評価が高いが組  

織の変革を前提とするような効果については評価が低い．二．  

表2 EDl及びCALSの効果に対する意識  
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5．まとめ   

鉄鋼会封では、交通に比して通信手段の有利な配置にあ  

るホ某所が2／3を占めるが社員の情報通信機器導入の効果  

に対する意識がまだ低い．：．これは情報通信機器の利用環境  

整備の遅れや垂直管理型の組織構造による情報伝達プロ  

セスに錐堰があるためと考えられる。今後、鉄鋼会社にお  

いて情報通信機儲の導入により業務の効率化及び組織の  

活性化を行うには、E－mail等の情報通信機器の積極活用の  

推進とそれを可能にするための意識改革や組織改革を  

・行っていくこと・が重要であると言えはう。  

表3 情軸通信機器の選好度割合と組織の特徴  

企業名   コミュニケーシ・ヨン手段の選択可能性割合（AHPによる）．     組織の型   組織の甘臥二  

鉄鋼会社   1u叩h冊e  垂直・・  

行政機関   管理   組織重視  

化学会社   水平 フラットな構造  

研究機関   分散■二・…   仰人魂視  
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